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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　原料ガスと反応ガスを用いて原子層単位で膜を形成する成膜装置であって、
　基板が配置された成膜空間を有する成膜容器と、
　原料ガスを前記成膜空間に供給して前記基板に原料ガスの成分を吸着させる原料ガス供
給部と、
　前記成膜空間に反応ガスを供給する反応ガス供給部と、
　前記基板に吸着した原料ガスの成分の一部と前記反応ガスとを反応させることにより、
前記基板に膜が形成されるように、前記成膜空間に供給された反応ガスを用いてプラズマ
を生成する電極を備えたプラズマ源と、
　前記プラズマ源の前記電極に給電する高周波電源と、
　前記プラズマ源によるプラズマの生成を制御する制御部と、を有し、
　前記プラズマにより作られる前記膜は、上層と、前記上層より前記基板に近く前記基板
に接触する下層と、を有し、前記下層の屈折率が前記上層の屈折率に比べて低い層構造で
あり、
　前記プラズマの生成継続時間が、１ｍ秒～２０ｍ秒の範囲内であって、形成しようとす
る膜の屈折率の高低の程度に応じて設定された時間であり、かつ、前記プラズマ源へ投入
する電力の電力密度が０．０５Ｗ／ｃｍ2～１０Ｗ／ｃｍ2の範囲内になるように、前記高
周波電源は前記プラズマ源へ給電し、
　前記プラズマの生成継続時間に応じた前記プラズマ源への投入電力の終了点を定めるた
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めに、前記制御部は、前記プラズマ源に投入された電力の反射電力が、前記電力の投入後
、前記投入された電力の８５～９５％の範囲で定まる値を横切る時点を前記プラズマの発
生の開始時点として判定する、ことを特徴とする成膜装置。
【請求項２】
　前記制御部は、前記原料ガス供給部による原料ガスの供給、前記原料ガスの供給後に行
う前記反応ガス供給部による反応ガスの供給、及び前記プラズマ源による前記反応ガスを
用いたプラズマの生成を１回のサイクルとして、前記サイクルを繰り返すように、前記原
料ガス供給部、前記反応ガス供給部、及び前記プラズマ源の動作を制御し、
　前記サイクルを繰り返すとき、少なくとも２つのサイクル間では、前記プラズマ源によ
る前記プラズマの生成継続時間が互いに異なる、請求項１に記載の成膜装置。
【請求項３】
　前記高周波電源は、前記サイクルを繰り返すとき、最初の１サイクルにおける前記プラ
ズマの生成継続時間が、最後の１サイクルにおける前記プラズマの生成継続時間に比べて
短くなるように、前記プラズマ源を制御する、請求項２に記載の成膜装置。
【請求項４】
　前記高周波電源は、前記サイクルを繰り返すとき、サイクルの回数が増えるに伴って、
前記プラズマの生成継続時間が増大するように前記プラズマ源を制御する、請求項３に記
載の成膜装置。
【請求項５】
　原料ガスと反応ガスを用いて原子層単位で膜を形成する成膜方法であって、
　基板が配置された成膜空間に、原料ガスを供給して前記基板に原料ガスの成分を吸着さ
せるステップと、
　前記成膜空間に反応ガスを供給するステップと、
　前記成膜空間において、前記成膜空間に供給された前記反応ガスを用いてプラズマ源の
給電を受けた電極でプラズマを生成して、前記基板に吸着した原料ガスの成分の一部と前
記反応ガスとを反応させることにより、前記基板に膜を形成するステップと、を有し、
　前記プラズマにより作られる前記膜は、上層と、前記上層より前記基板に近く前記基板
に接触する下層とを有し、前記下層の屈折率が前記上層の屈折率に比べて低い層構造であ
り、
　前記プラズマの生成継続時間は、１ｍ秒～２０ｍ秒の範囲内であって、形成しようとす
る膜の屈折率、絶縁耐圧、及び誘電率の少なくとも１つの特性の高低の程度に応じて設定
された時間であり、前記プラズマ源へ投入する電力の電力密度が０．０５Ｗ／ｃｍ2～１
０Ｗ／ｃｍ2の範囲内であり、
　前記プラズマの生成継続時間に応じた前記プラズマ源への投入電力の終了点を定めるた
めに、前記プラズマの生成のために前記プラズマ源に投入された電力の反射電力が、前記
電力の投入後、前記投入された電力の８５～９５％の範囲で定まる値を横切る時点を前記
プラズマの発生の開始時点として判定する、ことを特徴とする成膜方法。
【請求項６】
　前記原料ガスの供給、前記原料ガスの供給後に行う前記反応ガスの供給、及び前記プラ
ズマ源による前記反応ガスを用いたプラズマの生成を１回のサイクルとして、前記サイク
ルを繰り返し、
　前記サイクルを繰り返すとき、少なくとも２つのサイクル間では、前記プラズマ源によ
る前記プラズマの生成継続時間が互いに異なる、請求項５に記載の成膜方法。
【請求項７】
　前記サイクルを繰り返すとき、最初の１サイクルにおける前記プラズマの生成継続時間
が、最後の１サイクルにおける前記プラズマの生成継続時間に比べて短い、請求項６に記
載の成膜方法。
【請求項８】
　前記サイクルを繰り返すとき、サイクルの回数が増えるに伴って、前記プラズマの生成
継続時間が増大する、請求項７に記載の成膜方法。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、原料ガスと反応ガスを用いて原子層単位で薄膜を形成する成膜装置及び成膜
方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　今日、原子層単位で薄膜を形成するＡＬＤ（Atomic Layer Deposition）による成膜方
法が知られている。このＡＬＤでは、前駆体ガスとしての原料ガスと反応ガスを基板に交
互に供給することにより、原子層単位の膜が複数積層された構成の薄膜が形成される。こ
のようなＡＬＤにより得られる薄膜は、０．１ｎｍ程度の非常に薄い膜厚で作製可能であ
るため、ＡＬＤによる成膜方法は高精度の成膜処理として各種デバイスの作製に有効利用
されている。
【０００３】
　例えば、原料ガスに反応する反応ガス、例えば酸素ガスを、プラズマを用いて活性化さ
せて酸素ラジカルを作り、この酸素ラジカルを基板に吸着した原料ガスの成分と反応させ
るプラズマを用いたＡＬＤ成膜方法が知られている（特許文献１）。また、原料ガスに反
応するガス、例えばオゾンを、基板に吸着した原料ガスの成分と反応させる、プラズマを
用いないＡＬＤ成膜方法も知られている（特許文献２）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１１－１８１６８１号公報
【特許文献２】特開２００９－２０９４３４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　これらのＡＬＤ成膜方法のうち、プラズマを用いた方法では、反応ガスを活性化させる
ので、形成される膜は緻密に形成される。しかし、プラズマを用いるので、基板の表面が
プラズマ中のイオンの衝撃を受けて、基板表面や膜がダメージを受ける場合がある。一方
、プラズマを使わず、オゾンや水等の活性度の高いガスを用いた場合、上記プラズマを用
いたときの基板表面や膜のダメージは解消されるが、プラズマを用いた場合に比べて緻密
な膜を形成することは難しい。
【０００６】
　そこで、本発明は、プラズマＡＬＤを用いて基板に膜を形成するとき、基板表面あるい
は膜のダメージが少ない膜であって、緻密な膜から緻密でない膜まで自在に膜を形成する
ことができる成膜装置及び成膜方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の一態様は、原料ガスと反応ガスを用いて原子層単位で膜を形成する成膜装置で
ある。当該成膜装置は、
　基板が配置された成膜空間を有する成膜容器と、
　原料ガスを前記成膜空間に供給して前記基板に原料ガスの成分を吸着させる原料ガス供
給部と、
　前記成膜空間に反応ガスを供給する反応ガス供給部と、
　前記基板に吸着した原料ガスの成分の一部と前記反応ガスとを反応させることにより、
前記基板に膜が形成されるように、前記成膜空間に供給された反応ガスを用いてプラズマ
を生成する電極を備えたプラズマ源と、
　前記プラズマ源の前記電極に給電する高周波電源と、
　前記プラズマ源によるプラズマの生成を制御する制御部と、を有する。
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　前記プラズマにより作られる前記膜は、上層と、前記上層より前記基板に近く前記基板
に接触する下層と、を有し、前記下層の屈折率が前記上層の屈折率に比べて低い層構造で
あり、
　前記プラズマの生成継続時間が、１ｍ秒～２０ｍ秒の範囲内であって、形成しようとす
る膜の屈折率の高低の程度に応じて設定された時間であり、かつ、前記プラズマ源へ投入
する電力の電力密度が０．０５Ｗ／ｃｍ2～１０Ｗ／ｃｍ2の範囲内になるように、前記高
周波電源は前記プラズマ源へ給電し、
　前記プラズマの生成継続時間に応じた前記プラズマ源への投入電力の終了点を定めるた
めに、前記制御部は、前記プラズマ源に投入された電力の反射電力が、前記電力の投入後
、前記投入された電力の８５～９５％の範囲で定まる値を横切る時点を前記プラズマの発
生の開始時点として判定する。
【０００８】
　前記制御部は、前記原料ガス供給部による原料ガスの供給、前記原料ガスの供給後に行
う前記反応ガス供給部による反応ガスの供給、及び前記プラズマ源による前記反応ガスを
用いたプラズマの生成を１回のサイクルとして、前記サイクルを繰り返すように、前記原
料ガス供給部、前記反応ガス供給部、及び前記プラズマ源の動作を制御し、
　前記サイクルを繰り返すとき、少なくとも２つのサイクル間では、前記プラズマ源によ
る前記プラズマの生成継続時間が互いに異なる、ことが好ましい。
【０００９】
　前記高周波電源は、前記サイクルを繰り返すとき、最初の１サイクルにおける前記プラ
ズマの生成継続時間が、最後の１サイクルにおける前記プラズマの生成継続時間に比べて
短くなるように、前記プラズマ源を制御する、ことが好ましい。
【００１０】
　前記高周波電源は、前記サイクルを繰り返すとき、サイクルの回数が増えるに伴って、
前記プラズマの生成継続時間が増大するように前記プラズマ源を制御する、ことが好まし
い。
【００１１】
　本発明の他の一態様は、原料ガスと反応ガスを用いて原子層単位で膜を形成する成膜方
法である。当該成膜方法は、
　基板が配置された成膜空間に、原料ガスを供給して前記基板に原料ガスの成分を吸着さ
せるステップと、
　前記成膜空間に反応ガスを供給するステップと、
　前記成膜空間において、前記成膜空間に供給された前記反応ガスを用いてプラズマ源の
給電を受けた電極でプラズマを生成して、前記基板に吸着した原料ガスの成分の一部と前
記反応ガスとを反応させることにより、前記基板に膜を形成するステップと、を有する。
　前記プラズマにより作られる前記膜は、上層と、前記上層より前記基板に近く前記基板
に接触する下層と、を有し、前記下層の屈折率が前記上層の屈折率に比べて低い層構造で
あり、
　前記プラズマの生成継続時間は、１ｍ秒～２０ｍ秒の範囲内であって、形成しようとす
る膜の屈折率、絶縁耐圧、及び誘電率の少なくとも１つの特性の高低の程度に応じて設定
された時間であり、前記プラズマ源へ投入する電力の電力密度が０．０５Ｗ／ｃｍ2～１
０Ｗ／ｃｍ2の範囲内であり、
　前記プラズマの生成継続時間に応じた前記プラズマ源への投入電力の終了点を定めるた
めに、前記プラズマの生成のために前記プラズマ源に投入された電力の反射電力が、前記
電力の投入後、前記投入された電力の８５～９５％の範囲で定まる値を横切る時点を前記
プラズマの発生の開始時点として判定する。
【００１２】
　前記原料ガスの供給、前記原料ガスの供給後に行う前記反応ガスの供給、及び前記プラ
ズマ源による前記反応ガスを用いたプラズマの生成を１回のサイクルとして、前記サイク
ルを繰り返し、
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　前記サイクルを繰り返すとき、少なくとも２つのサイクル間では、前記プラズマ源によ
る前記プラズマの生成継続時間が互いに異なる、ことが好ましい。
【００１３】
　前記サイクルを繰り返すとき、最初の１サイクルにおける前記プラズマの生成継続時間
が、最後の１サイクルにおける前記プラズマの生成継続時間に比べて短い、ことが好まし
い。
【００１４】
　前記サイクルを繰り返すとき、サイクルの回数が増えるに伴って、前記プラズマの生成
継続時間が増大する、ことが好ましい。
【発明の効果】
【００１５】
　上述の成膜装置及び成膜方法によれば、基板表面あるいは膜のダメージが少ない膜であ
って、緻密な膜から緻密でない膜まで自在に膜を形成することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本実施形態の成膜装置の一例であるＡＬＤ装置の構成を表す概略図である。
【図２】本実施形態のコントローラで得られる、プラズマ源の投入電力に対する反射電力
の時間経過を模式的に説明する図である。
【図３】形成される膜の特性の、プラズマの生成継続時間に対する膜質変化の例を表した
図である。
【図４】図３に示す例において基板に形成された膜の界面準位密度Ｄｉｔの、プラズマの
生成継続時間に対する変化を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明の成膜方法及び成膜装置について詳細に説明する。
　図１は、本実施形態の成膜装置の一例であるＡＬＤ装置１０の構成を表す概略図である
。同図に示すＡＬＤ装置１０は、ＡＬＤ法を適用して、形成しようとする膜を構成する原
料ガス、例えば金属を成分として含む有機金属の原料ガスと、反応ガスを成膜空間中の基
板上に交互に供給する。
　原料ガスが成膜空間に供給されると、原料ガスが基板に吸着されて、原料ガスの成分の
層が原子層単位で一様に形成される。反応ガスを成膜空間に供給する時、ＡＬＤ装置１０
は、反応活性を高めるために反応ガスを用いてプラズマ源の電極でプラズマを生成して反
応ガスの成分のラジカルをつくる。このラジカルを基板上の原料ガスの成分と反応させて
原子層単位で膜を形成する。ＡＬＤ装置１０は、上記処理を１回のサイクルとして、上記
サイクルを繰り返すことにより予め定められた厚さの膜を形成する。このとき、各サイク
ルにおけるプラズマの生成継続時間は、形成しようとする膜の特性に関して予め設定した
情報（設定情報）に応じて設定された時間であって、０．５ｍ秒～１００ｍ秒の範囲内の
時間である。さらに、プラズマ源へ投入する電力の電力密度は、０．０５Ｗ／ｃｍ2～１
０Ｗ／ｃｍ2の範囲内である。ここで、プラズマ源へ投入する電力の電力密度とは、投入
される電力を、プラズマの形成領域の面積で割った値である。プラズマの形成領域の面積
とは、プラズマの形成領域を、基板に平行な面で切断したときの断面積である。プラズマ
源が平行平板電極１４である場合、電力密度は、投入電力を上部電極１４ａの対向する板
の面積で除した値に略等しい。これにより、基板表面あるいは膜のダメージが少ない膜で
あって、緻密な膜から緻密でない膜まで自在に膜を形成することができる。特に緻密な膜
を形成しようとする場合、プラズマの生成継続時間を上記範囲内で長く設定し、緻密でな
い膜を形成しようとする場合、プラズマの生成継続時間を上記範囲内で短く設定する。
【００１８】
　以下の説明では、原料ガスとして有機金属を含むＴＭＡ（Trimethyl Aluminium）を用
い、反応ガスとして酸素ガスを用いて、基板に酸化アルミニウムの膜を形成する場合を例
にして説明する。



(6) JP 6092820 B2 2017.3.8

10

20

30

40

50

【００１９】
　また、本実施形態のＡＬＤ装置１０は、平行平板電極をプラズマ源として用いる容量結
合型プラズマ生成装置であるが、この他に、複数のアンテナ電極を用いた電磁結合型プラ
ズマ生成装置、電子サイクロトロン共鳴を利用したＥＣＲ型プラズマ生成装置、あるいは
誘導結合型プラズマ生成装置を用いることもできる。
【００２０】
（ＡＬＤ装置）
　ＡＬＤ装置１０は、成膜容器１２と、平行平板電極１４と、ガス供給ユニット１６と、
コントローラ（制御部）１８と、高周波電源２０と、マッチングボックス２２と、排気ユ
ニット２４と、を有する。
【００２１】
　成膜容器１２は、排気ユニット２４の行う排気により成膜容器１２内の成膜空間に形成
される減圧雰囲気を一定に維持する。
　成膜空間には、平行平板電極１４が設けられている。平行平板電極１４は、電極板であ
る上部電極１４ａ及び下部電極１４ｂを有し、成膜空間内に設けられプラズマを生成する
。平行平板電極１４の上部電極１４ａは、成膜空間内に設けられるサセプタ３０の基板載
置面に対して対向するように設けられている。基板載置面には基板が設けられる。すなわ
ち、基板は、成膜空間内に設けられる。上部電極１４ａは、成膜容器１２の上方から延び
る給電線により、マッチングボックス２２を介して高周波電源２０と接続されている。マ
ッチングボックス２２は、平行平板電極１４のプラズマ生成時のインピーダンスに整合す
るように、マッチングボックス２２内のインダクタのインダクタンス及びキャパシタのキ
ャパシタンスを調整する。上部電極１４ａは、高周波電源２０から１００ｍ秒以下の短時
間の間、１３．５６～２７．１２ＭＨｚの高周波電力がパルス状に給電される。
　下部電極１４ｂの表面は、サセプタ３０の基板載置面となっており、アースされている
。サセプタ３０は、その内部にヒータ３２を有し、ヒータ３２により、成膜中の基板は、
例えば５０℃以上４００℃以下に加熱保持される。
【００２２】
　サセプタ３０は、サセプタ３０の下部に設けられた昇降軸３０ａが昇降機構３０ｂを通
して図中の上下方向に昇降自在に移動するように構成されている。サセプタ３０の基板載
置面は、成膜処理時、成膜容器１２に設けられた突出壁１２ａの上面と面一になるように
上方位置に移動する。成膜処理前あるいは成膜処理後、サセプタ３０は下方位置に移動し
、成膜容器１２に設けられた図示されないシャッターが開放されて、基板が成膜容器１２
の外部から搬入され、あるいは成膜容器１２の外部に搬出される。
【００２３】
　ガス供給ユニット１６は、有機金属を含む原料ガス、この原料ガスに化学反応しない第
１ガス、及び有機金属の金属成分を酸化させる第２ガス、のそれぞれを成膜空間に導入す
る。
　具体的に、ガス供給ユニット１６は、ＴＭＡ源１６ａと、Ｎ2源１６ｂと、Ｏ2源１６ｃ
と、バルブ１７ａ，１７ｂ，１７ｃと、ＴＭＡ源１６ａと成膜容器１２内の成膜空間とを
バルブ１７ａを通して接続する管１８ａと、Ｎ2源１６ｂと成膜容器１２内の成膜空間と
をバルブ１７ｂを通して接続する管１８ｂと、Ｏ2源１６ｃと成膜容器１２内の成膜空間
とをバルブ１７ｃを通して接続する管１８ｃと、を有する。ＴＭＡ源１６ａ、バルブ１７
ａ、及び管１８ａにより、原料ガス供給部が構成される。また、Ｏ2源１６ｃ、バルブ１
７ｃ、及び管１８ｃにより、反応ガス供給部が構成される。
　バルブ１７ａ，１７ｂ，１７ｃはそれぞれ、コントローラ１８による制御により作動し
て、所定のタイミングでＴＭＡの原料ガス、Ｎ2ガス、及びＯ2ガスを成膜空間に導入する
。
【００２４】
　排気ユニット２４は、成膜容器１２の左壁から成膜空間内に導入された原料ガス、窒素
ガスおよび酸素ガスを、排気管２８を通して成膜空間から水平方向に排気する。排気管２
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８の途中にはコンダクタンス可変バルブ２６が設けられ、コントローラ１８の指示によっ
てコンダクタンス可変バルブ２６の調整が実行される。
【００２５】
　コントローラ１８は、原料ガス、窒素ガス及び酸素ガスのそれぞれの供給のタイミング
と平行平板電極１４に給電する電力の給電のタイミングとを制御する。さらに、コントロ
ーラ１８は、バルブ２６の開閉を制御する。
　具体的には、コントローラ１８は、酸素ガスの成膜空間への供給に合わせて、平行平板
電極１４が酸素ガスを用いたプラズマを生成するように平行平板電極１４の上部電極１４
ａへの給電の開始を制御する。
【００２６】
　基板に膜を形成するとき、まず、コントローラ１８は、基板が基板載置面に載せられて
いる成膜空間にＴＭＡのガスを導入するようにバルブ１７ａの流量の制御を行う。この流
量の制御により、ＴＭＡのガスは例えば０．１秒間、成膜空間に供給される。ＴＭＡのガ
スの成膜空間への供給時、排気ユニット２４は、成膜空間内の気体を常時排気する。すな
わち、ＴＭＡのガスは成膜空間に供給されつつ、ＴＭＡのガスの一部が成膜空間内の基板
に吸着され、それ以外の不要なＴＭＡのガスは成膜空間から排気される。
【００２７】
　次に、コントローラ１８がバルブ１７ａを用いたＴＭＡの成膜空間への供給を停止する
と、その後、コントローラ１８は、バルブ１７ｃを用いた酸素ガスの供給の制御を行い、
酸素ガスの成膜空間への供給を開始する。酸素ガスの成膜空間への供給は例えば１秒行わ
れる。この間の一定期間、コントローラ１８は高周波電源２０がマッチングボックス２２
を通して電力を上部電極１４ａに供給するように給電の開始を制御する。プラズマが生成
する継続時間は例えば０．０１秒となるように給電時間は高周波電源２０により調整され
る。すなわち、高周波電源２０には、形成しようとする膜の特性に関する情報が予めオペ
レータ等から入力設定されており、この設定情報に応じて設定された、０．５ｍ秒～１０
０ｍ秒の範囲内の時間をプラズマの生成継続時間とする。この設定されたプラズマ生成継
続時間に、実際にプラズマを生成し続ける時間が略一致するように、コントローラ１８は
、プラズマの発生の開始時点を判定する。高周波電源２０は、判定されたプラズマの発生
の開始時点から設定されたプラズマの生成継続時間を加えた時点をプラズマの生成の終了
時点とし、この終了時点で高周波電源２０は電力の投入を停止するように、高周波電源２
０は時間をカウントする。
【００２８】
　上部電極１４ａへの電力の投入により、平行平板電極１４は、成膜空間において、酸素
ガスを用いたプラズマを発生させる。酸素ガスの成膜空間への供給時、排気ユニット２４
は、成膜空間内の気体を常時排気する。すなわち、酸素ガスは成膜空間に供給されながら
、酸素ガスの一部がプラズマにより活性化し、この活性により生成された酸素ラジカルが
、成膜空間内の基板に吸着されたＴＭＡの成分の一部分と反応し、それ以外の不要な酸素
ガス及びプラズマから生成された酸素ラジカル及び酸素イオンが成膜空間から排気される
。
【００２９】
　この後、上部電極１４ａへの給電が停止し、バルブ１７ｃによる酸素ガスの成膜空間へ
の供給が停止すると、再度、コントローラ１８は、ＴＭＡのガスを成膜空間に供給するよ
うにバルブ１７ａの流量の制御を行う。こうして、ＴＭＡのガスの成膜空間への供給と、
酸素ガスの成膜空間への供給と、酸素ガスを用いたプラズマの生成を１回のサイクルとし
て、このサイクルを繰り返すことにより、基板に所定の厚さを有する酸化アルミニウムの
膜を形成することができる。
　なお、窒素ガス源１６ｂから供給される窒素ガスは、ＴＭＡのガスの供給、酸素ガスの
供給、及びプラズマの発生のそれぞれの期間中、常時成膜空間に供給されてもよいし、部
分的に供給を停止してもよい。窒素ガスは、キャリアガスとして、また、パージガスとし
て機能する。窒素ガスの代わりにアルゴンガス等の不活性なガスを用いることができる。
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　原料ガスと反応しない限りにおいて、窒素ガスの代わりに酸素ガスを用いることもでき
る。
【００３０】
　図２は、本実施形態の高周波電源２０が取得する、プラズマ源への投入電力に対する反
射電力の時間経過を模式的に説明する図である。高周波電源２０は、上部電極１４ａにお
ける反射電力のデータを取得できるように構成されている。反射電力は、高周波電源２０
によるプラズマの発生の開始時点の判定に用いられる。
　マッチングボックス２２は、成膜空間においてプラズマが発生するときにインピーダン
スマッチングが確立するように調整されている。インピーダンスマッチングが確立されて
も、電力をプラズマ源である上部電極１４ａへ供給した時点で瞬時にプラズマが発生する
わけではない。電力の投入開始時点からプラズマが発生する時点までの時間は、ばらつく
。これは、上部電極１４ａと下部電極１４ｂとの間に電圧がかかり、プラズマが発生し易
い条件ができたとしても、プラズマを発生する放電の核が生じなければならない。この核
の発生要因は種々あるが、核の発生する時点は数百ｍ秒ばらつく。本実施形態では、図２
に示すようにプラズマの生成継続時間Ｔ1を短時間とするので、プラズマの発生開始時点
は正確に判定する必要がある。このため、プラズマ源である上部電極板１４ａに投入され
た電力の反射電力Ｗｒが、この電力の投入後、投入された電力に対して予め定めた比率α
（αは０より大きく１未満の小数）を乗算した値を横切る時点をプラズマの発生の起点と
する。上記比率αは、０．８５～０．９５の範囲で定まる値であることが好ましい。そし
て、反射電力がα×投入電力を横切る時点をプラズマの発生の起点とする。この起点を用
いて、高周波電源２０が定めたプラズマ生成継続時間Ｔ1に基づいて投入電力の終了点を
定めることが好ましい。投入電力の終了と同時にプラズマは消える。上記比率αを０．８
５～０．９５の範囲で設定することにより、プラズマの発生の開始を誤ることなく確実に
判定でき、かつ、プラズマが実際に生成し続ける時間を、設定されたプラズマの生成継続
時間Ｔ1に略一致させることができる。比率αが０．８５未満である場合、プラズマの生
成を誤ることなく判定できるが、プラズマが実際に生成し続ける時間は、設定されたプラ
ズマの生成継続時間Ｔ1と大きく異なる。例えば、比率を０．８５とした場合と比率αを
０．４とした場合では、上記起点のずれは、１ｍ秒程度ある。この起点のずれは、設定さ
れたプラズマの生成継続時間Ｔ1にとって無視できない程度に大きい。したがって、上記
比率αを０．８５～０．９５の範囲で設定することが好ましい。
【００３１】
　図３は、形成される膜の特性が、プラズマの生成継続時間Ｔ1に応じてどのように変化
するかを表した図である。膜の特性の例として膜の屈折率を代表して示している。膜の特
性は、屈折率の他に絶縁耐圧、誘電率を含む。膜は、緻密に形成されるほど屈折率は高い
。図３に示す例は、プラズマを用いたＡＬＤによる成膜方法において、２００℃のシリコ
ン基板の上に酸化アルミニウムを形成したときの屈折率のデータである。酸化アルミニウ
ムは、ＴＭＡのガスと酸素ガスを用いた。シリコン基板の面積は略３００ｃｍ2とし、投
入電力を５００Ｗとした。ＴＭＡのガスの供給、酸素ガスの供給、及びプラズマの生成を
繰り返して、厚さ０．１μｍの膜を形成した。
　このとき、プラズマの生成継続時間Ｔ1を５ｍ秒～５００ｍ秒の範囲で変化させ、その
とき形成される膜の屈折率を分光エリプソメータで計測した。ＡＬＤによって成膜された
酸化アルミニウムの屈折率は、十分緻密な状態では、１．６３～１．６５である。図３に
示されるように、プラズマの生成継続時間が１ｍ秒以上で１００ｍ秒以下の領域では、こ
の生成継続時間Ｔ1が長くなるほど屈折率の高い膜を形成することができることがわかる
。特に、１ｍ秒以上で２０ｍ秒以下の領域、さらに言うと２ｍ秒以上で２０ｍ秒以下の領
域では、プラズマの生成継続時間Ｔ1によって屈折率は大きく変化することから、プラズ
マの生成継続時間Ｔ1を１ｍ秒以上２０ｍ秒以下、さらには、２ｍ秒以上２０ｍ秒以下に
することが好ましい。一方、プラズマの生成継続時間Ｔ1が１００ｍ秒より長い領域では
、膜の屈折率は一定となりプラズマの生成継続時間Ｔ1によって変化しない。このことよ
り、プラズマの生成継続時間Ｔ1が０．５ｍ秒以上１００ｍ秒以下の領域、さらに言うと
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２ｍ秒以上２０ｍ秒以下の領域では、プラズマの生成継続時間Ｔ1を変更することにより
膜質を変化させることができることがわかる。
【００３２】
　なお、投入する電力は、１５～３０００Ｗの範囲で、電極（上部電極１４ａ）の面積３
００ｃｍ2で割った単位面積当たりの投入電力は、０．０５Ｗ／ｃｍ2～１０Ｗ／ｃｍ2の
範囲内になるように、上部電極１４ａは給電される。
【００３３】
　図４は、図３に示す例においてシリコン基板に形成された酸化アルミニウム膜の界面準
位密度Ｄｉｔの、プラズマの生成継続時間Ｔ1に対する変化を示す図である。膜の形成さ
れた基板は、界面準位密度Ｄｉｔの測定前に、窒素ガス雰囲気下（大気圧下）４００℃の
熱処理が０．５時間施されたものである。界面準位密度Ｄｉｔは、周知の特性であって、
基板がプラズマ中のイオンの衝撃を受けると大きくなることから、界面準位密度Ｄｉｔは
、膜のイオンの衝撃を受けた程度を表す指標となり得る。界面準位密度Ｄｉｔの値が大き
くなるほど膜はイオンのダメージを受けていることを意味する。図４からわかるように、
プラズマの生成継続時間Ｔ1が短いほど界面準位密度Ｄｉｔは小さく、基板はプラズマか
らダメージを受けていないことがわかる。したがって、図３及び図４に示すデータより、
膜がプラズマによるダメージを受けず、膜質を効率よく制御するためには、２０ｍ秒以下
の領域でプラズマの生成継続時間Ｔ1を定めることが特に好ましい。
【００３４】
　例えば、プラズマの生成継続時間を１０ｍ秒と設定することにより、屈折率が１．６０
程度の比較的緻密でない膜を形成することができる。一方、プラズマの生成継続時間を２
０ｍ秒とすることにより、屈折率が１．６２程度の比較的緻密な膜を形成することができ
る。従来、緻密な酸化アルミニウムの膜（屈折率の高い膜）は、酸素ガスを用いてプラズ
マを生成する（酸素プラズマを生成する）ことにより酸素ラジカルをつくり、ＴＭＡの成
分と反応させることにより形成された。緻密でない酸化アルミニウムの膜（屈折率の低い
膜）は、オゾンガスを、ＴＭＡのガスの成分と反応させることにより形成された。したが
って、１つの基板に下層に緻密でない膜を、上層に緻密な膜を形成する場合、下層の膜の
形成と上層の膜の形成の間で使用する反応ガスが異なることから成膜装置を換えなければ
ならなかった。酸素プラズマを生成する機構と、オゾンガスを提供する機構を１つの成膜
装置に組み込むことは可能であるが、成膜装置のコストが増大する。この点、本実施形態
の成膜装置は、プラズマの生成継続時間Ｔ1を調整するだけで、緻密な膜及び緻密でない
膜を自在に切り替えて形成することができる。
【００３５】
　なお、緻密な膜が基板と直接接触するように緻密な膜を形成すると、膜の持つ引っ張り
応力によって膜が基板から剥離し易い。また、緻密な膜は硬いため、基板が撓むと基板か
ら緻密な膜は剥離し易い。このため、膜の基板への密着性を確保するためには、基板に接
触する膜の部分は、柔らかく緻密でないことが好ましい。したがって、基板に膜を形成す
るとき，下層に緻密でない膜を、その上層に緻密な膜を形成することが好ましい。この場
合、緻密の程度を下層から上層に進むにしたがって徐々に高めてもよい。
　このような膜を形成するためには、本実施形態のように、膜質をプラズマの生成継続時
間Ｔ1で制御することのできる成膜装置１０を用いることが好ましい。
【００３６】
　本実施形態では、ＴＭＡのガス等の原料ガスの供給、この原料ガスの供給後に行う酸素
ガス等の反応ガスの供給、及び上部電極１４ａ等のプラズマ源による反応ガスを用いたプ
ラズマの生成を１回のサイクルとして、このサイクルを繰り返すように、コントローラ（
制御部）１８は、原料ガスの供給、反応ガスの供給及びプラズマの生成を制御する。この
とき、少なくとも２つのサイクル間では、プラズマの生成継続時間Ｔ1が互いに異なるよ
うに制御することが好ましい。これにより、形成される膜に、膜質の異なる部分を形成す
ることができる。
　特に、上記サイクルを繰り返すとき、高周波電源２０は、最初の１サイクルにおけるプ
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ラズマの生成継続時間Ｔ1が、最後の１サイクルにおけるプラズマの生成継続時間Ｔ1に比
べて短くなるように、上部電極１４ａ等のプラズマ源を制御することが好ましい。これに
より、基板側の下層には緻密でない膜質の層を、上層には緻密な膜質の層を有する膜を形
成することができる。
　さらに、高周波電源２０は、上記サイクルを繰り返すとき、サイクルの回数が増えるに
伴って、プラズマの生成継続時間Ｔ1が増大するように上部電極１４ａ等のプラズマ源を
制御することが好ましい。これにより、基板側の下層から上層に向かって緻密の程度が徐
々に高くなっていく膜を形成することができる。
【００３７】
　なお、本実施形態では、１回のサイクルの中で、酸素ガスを用いてプラズマを生成する
回数は１回であるが、プラズマの生成継続時間Ｔ1よりも短いパルス状のプラズマを生成
し、そのプラズマを複数回生成してもよい。この場合、累積のプラズマ生成の時間の合計
がプラズマの生成継続時間Ｔ1となるようにするとよい。
　なお、本実施形態では、原料ガスとして、ＴＭＡのガスを例に挙げたが、ＴＭＡのガス
に制限されない。例えばＴＥＡ（テトラエチルアンモニウム）、ＤＭＡＯＰｒ（ジメチル
アルミイソプロポキサイド）等のガスを用いることもできる。また、形成する膜も酸化ア
ルミニウムに制限されず、Ｓｉ，Ｍｇ，Ｔｉ，Ｃｒ，Ｆｅ，Ｎｉ，Ｃｕ，Ｚｎ，Ｇａ，Ｇ
ｅ，Ｙ，Ｚｒ，Ｉｎ，Ｓｎ，Ｈｆ，Ｔａ等の酸化物等であってもよい。また、反応ガスも
酸素ガスに制限されず、窒素ガス、Ｎ２Ｏ，ＮＨ３，Ｈ２，Ｈ２Ｏ等であってもよい。
【００３８】
　以上、本発明の成膜装置及び成膜方法について詳細に説明したが、本発明は上記実施形
態に限定されず、本発明の主旨を逸脱しない範囲において、種々の改良や変更をしてもよ
いのはもちろんである。
【符号の説明】
【００３９】
１０　成膜装置
１２　成膜容器
１２ａ　突出壁
１４　平行平板電極
１４ａ　上部電極
１４ｂ　下部電極
１６　ガス供給ユニット
１６ａ　ＴＭＡ源
１６ｂ　Ｎ2源
１６ｃ　Ｏ2源
１７ａ，１７ｂ，１７ｃ　バルブ
１８　コントローラ
１８ａ，１８ｂ，１８ｃ　管
２０　高周波電源
２２　マッチングボックス
２４　排気ユニット
２６　コンダクタンス可変バルブ
２８　排気管
３０　サセプタ
３０ａ　昇降軸
３０ｂ　昇降機構
３２　ヒータ
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